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令和６年９月
総務省自治行政局住民制度課

住民基本台帳ネットワークシステムの利用事務の拡大

（管理番号30・108）
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住民基本台帳ネットワークシステム（ 住基ネット） の概要第二次回答について

住基ネットの利⽤範囲の拡⼤については、各省庁や⾃治体に対する調査の結果及び関
係省庁との調整結果を踏まえ、住⺠基本台帳法（昭和四⼗⼆年法律第⼋⼗⼀号）
別表に規定する対象事務を追加する改正を⾏う。なお、対象事務の追加の検討に当たっ
ては、制度所管省庁に対し、住基ネットの利⽤事務を追加する場合に要する費⽤の逓減
⽅策や、住基ネットで取得可能な本⼈確認情報以外の情報についてはマイナンバー制度
の情報連携により取得可能な場合があることを併せて説明し、真に必要な情報の精査を
⾏った上で検討を⾏うよう求めている。その上で、新たに住基ネットを利⽤可能となる事務
に係る機関については、住基ネットの利⽤に当たり「電気通信回線を通じた送信⼜は磁気
ディスクの⽅法並びに磁気ディスクへの記録及びその保存の⽅法に関する技術的基準」
（平成14年総務省告⽰第334号）及び「住⺠基本台帳ネットワークシステム等のセキュ
リティ対策に関する指針」等に基づき適切な対応を⾏うよう改めて周知する。
また、既に住基ネットを利⽤可能となっている事務については、各機関に対し、住基ネット
の利⽤を徹底するよう令和６年度中に通知を⾏う。

１

回答
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（ 参考） 本人情報の取得方法と取得可能な情報について

各各種制度を利用して取得できる本人の情報の比較

取得方法 取得可能な情報（本人確認情報）

氏名

出生の年月日

男女の別

住民となった年月日

住所及び同一市町村内において新たに住所を変更した者に
ついては、その住所を定めた年月日

従前の住所

住民票コード

個人番号

異動事由、異動年月日

外国人住民に係る住民票に記載等を行った旨（外国人の場
合）

２

取得方法 取得可能な情報

世帯主についてはその旨、世帯主でない者については世帯
主との続柄（続柄コード）
（本人についての情報を取得可能）

戸籍関係情報（親子関係（親子関係の開始・終了事由、親と
の続柄、共同親権等）・婚姻関係（婚姻関係の開始・終了事
由、婚姻の相手区分等）・未成年後見関係・本人情報（戸籍
異動日、戸籍異動事由区分、本籍コード（＝５桁の市町村
コード）、出生地（市町村名まで）、日本国籍の有無等）

世帯番号

情報提供
ネット
ワーク
システム

（デジタル庁）

住民
基本台帳
ネット
ワーク
システム
（総務省）

（参考） 市町村の機関であれば、他の市町村を本籍地とする者についても、戸籍情報連携システムを用いて戸籍謄本に記載されている事項を確認可能。

取得方法 取得可能な情報

氏名

出生の年月日

男女の別

住民となった年月日

住所及び同一市町村内において新たに住所を変更した者に
ついては、その住所を定めた年月日

従前の住所

住民票コード

個人番号

異動事由、異動年月日

外国人住民に係る住民票に記載等を行った旨（外国人の場
合）

世帯主についてはその旨、世帯主でない者については世帯
主の氏名及び世帯主との続柄
（世帯全員についての情報を取得可能）

本籍（番地・町字まで）、筆頭者の氏名

選挙人名簿への登録の有無 等

住民票の
写し

（総務省）
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個別の行政分野

氏名（通称※）
住所
生年月日
性別
マイナンバー
住民票コード
これらの変更情報

４情報

地方公共団体情報システム機構
（J-LIS）

住基ネット

住 民

資格試験の実施事務
（不動産鑑定士、施工管理技士、司法試験など）

年金の支給事務
（対象者の現況確認など）

各種給付の支給事務
（恩給、中国残留邦人等への一時金など）

情報提供件数
・国の行政機関等
約14億件

・地方公共団体
約5,890万件

各種登録、免許等の申請の受理
（電気通信事業の登録、NPO法人の設立認証など）

情報提供件数

氏名、住所、転出、
死亡等の情報

転出、死亡、転入、
出生等の届出

データマッチングは禁止

住民基本台帳法
別表に定める行政
機関等にのみ
情報提供を行う

【住民票】
・氏名（通称※）
・住所
・生年月日
・性別
・マイナンバー
・住民票コード 等

市町村
住民基本台帳

約1000万件程度省略 約4,000万人分程度省略 約1,400万件程度省略

住民票の写し

※ 数値は令和４年度

※住民票に通称が記載されている外国人住民の場合

平成11年８月 「住民基本台帳法の一部を改正する法律」公布
平成14年８月 住民基本台帳ネットワークシステム第１次稼働 （住民への住民票コード通知開始、行政機関への本人確認情報の提供）

平成15年８月 住民基本台帳ネットワークシステム第２次稼働 （住民基本台帳カードの交付、住民票の写しの広域交付、転入転出手続の簡素化）

平成23年５月 住基ネット訴訟終結 （札幌訴訟勝訴最高裁確定）

全国の市町村・都道府県
をネットワーク化

申請等

年金の現況届
年金の住所
変更・死亡届

（再掲）住基ネットの概要

３
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